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本日の流れ

１．加工食品物流を取り巻く「３つの危機」と行政の動き

２．製（メーカー）、配（卸）、販（小売）で取り組んできたこと

３．これからのさらなるサプライチェーン改革の必要性
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トラックドライバーの働き方をめぐる現状

3
国土交通省資料

1つ目の危機



自動車運送事業における時間外労働規制の見直し

4
国土交通省資料

２つ目の危機



嫌われる加工食品物流
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３つ目の危機

①短いリードタイム
受注翌日午前配送 ⇒ 夜間作業前提の作業工程、見込みによる配車

②長時間待機
加工食品が全産業ワースト１（国交省調べ）

３０分で済む荷下ろしに７時間待ち！ ⇒ どこで待っているのか？（路上？コンビニ？） トイレは？

③附帯作業
バラ積み/バラ下し ⇒ 真夏の２０ｋｇ紙袋２００袋のバラ積みバラ下し ⇒もはや危険作業！

納品先指定機材に積み替え ⇒ パレットで持って行くも、カゴ車に積替え

トラックドライバーによるフォークリフト運転

④厳しく、複雑な日付管理、納品日付管理
ロット逆転防止のための多頻度検品 ⇒ 多様な納品基準（Ａ社2/3、Ｂ社2/3+5日、Ｃ社3/4・・・・）

⑤非効率で、非合理的な悪しき商慣行
ドライバーによる納品先での棚入れ、日付順並べ替え

ドライバー作業を見込んだ納品先作業合理化

⑥小ロット、多品種、多頻度納品、ＳＫＵ増加
複雑な管理



これからの加工食品物流は・・・・・

6

潤沢に人がいた時代はできていたが・・・

危機１＋危機２の2030年輸送能力３４％不足に加えて危機３が加わる！

⇒加工食品は、今まで通り届けることができるのか？！

もはや、ものを届けることが当たり前ではない世の中に！

従来の延長線上ではない改革が必須！

これまで当たり前のように行われていた作業や“常識”の根本的な見直し！



物流革新緊急パッケージ ※４
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行政の動き

＜国土交通省＞ ＜経済産業省＞ ＜農林水産省＞

総合物流施策大綱 フィジカルインターネット
実現会議 ※１

持続可能な物流の実現に向けた検討会

物流革新に向けた政策パッケージ ※３
物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン ※３

加工食品分野の物流の適正化・
生産性向上に向けた取組の

情報連絡会

2020年度

2023年6月2日

2022年度

2021年度

2023年7月～

※ さらには内閣府、厚生労働省、公正取引委員会等関連省庁が連携し、物流政策を推進

＜内閣府＞ＳＩＰスマート物流サービスホワイト物流

2023年10月6日

トラックＧメン集中監視月間 ※５

2023年11月～12月

2023年3月31日

我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議 総理指示 ※２



※１ フィジカルインターネットを実現するために

経済産業省資料より
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■「フィジカルインターネット実現会議」の「ス－パーマーケット等ワーキンググループ」の論議を踏まえ、

「ロードマップを作成しておしまい！」 にしないために、
「人が代わって、立ち消え！」 にしないために

■「製配販連携協議会」に４つのＷＧを設置し、実現に向けた論議を継続
（事務局 流通経済研究所）

１．商流・物流におけるコード体系標準化ＷＧ
２．物流資材の標準化および運用検討ＷＧ
３．取引透明化に向けた商慣習検討ＷＧ
４．データ共有による物流効率化検討ＷＧ

■別会議体で実施されている同様の取組等と連携を図り、２０３０年のあるべき姿実現に向けて、
検討を継続していく
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「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」について （経済産業省資料より抜粋）

• 荷主、事業者、一般消費者が一体となって我が国の物流を支える環境整備について、関係行政
機関の緊密な連携の下、政府一体となって総合的な検討を行うため、令和5年3月31日に「我
が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」を設置。

• 同年6月2日に第2回を実施し、商慣行の見直し、物流の効率化、荷主・消費者の行動変容につ
いて、抜本的・総合的な対策をまとめた「物流革新に向けた政策パッケージ」を決定。

＜構成員＞

議  長 内閣官房長官
副議長 農林水産大臣

 経済産業大臣
 国土交通大臣

構成員 内閣府特命担当大臣
 （消費者及び食品安全担当）
 国家公安委員会委員長
 厚生労働大臣
 環境大臣

※上記のほか、公正取引委員会委員長
の出席を求める。

■総理指示（令和5年3月31日）

• 物流は国民生活や経済を支える社会インフラですが、担い手不足、カーボンニュートラ
ルへの対応など様々な課題に直面しています。物流産業を魅力ある職場とするため、ト
ラックドライバーに働き方改革の法律が適用されるまで、明日でちょうど１年となります。

• 一方、一人当たりの労働時間が短くなることから、何も対策を講じなければ物流が停
滞しかねないという、いわゆる「2024年問題」に直面しております。

• これに対応するため、荷主・物流事業者間等の商慣行の見直しと、物流の標準化や
ＤＸ・ＧＸ等による効率化の推進により、物流の生産性を向上するとともに、荷主企
業や消費者の行動変容を促す仕組みの導入を進めるべく、抜本的・総合的な対応が
必要です。

• このため、物流政策を担う国交省と、荷主を所管する経産省、農水省等の関係省庁
で一層緊密に連携して、我が国の物流の革新に向け、政府一丸となって、スピード感
を持って対策を講じていく必要があります。

• そこで、１年以内に具体的成果が得られるよう、対策の効果を定量化しつつ、６月上
旬を目途に、緊急に取り組むべき抜本的・総合的な対策を「政策パッケージ」として取り
まとめてください。

「物流革新に向けた政策パッケージ」を決定（令和5年6月2日）

※２
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※３
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※３



１．物流の効率化
〇即効性のある設備投資・物流ＤＸの推進
〇モーダルシフトの推進
〇トラック運転手の労働負担の軽減 ・・・・・・など

２．荷主消費者の行動変容
〇宅配の再配達率を半減する緊急的な取り組み
〇政府広報やメディアを通じた意識改革・行動変容の促進強化

３．商慣行の見直し
〇トラックＧメンによる荷主・元請への監視体制強化（「集中監視月間」（11月～12月）の創設）
〇現下の物価動向の反映、荷待ち・荷役の対価等の加算による「標準的な運賃」の引き上げ（年内対応予定）
〇適正な運賃の収受、賃上げ等に向け、次期通常国会での法制化を推進 12

※４
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※５

報道発表資料：トラックGメンによる「集中監視月間」（令和５年11月・12月）の取組結果<br>ー 貨物自動車運送事業法に基づく初の「勧告」を実施 ー - 国土交通省 (mlit.go.jp)

2024年1月26日発表

違反原因行為の内容

いずれも2022年に「要請」有

国土交通省ホームページより

社
名
公
表

https://www1.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000292.html
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※５

国土交通省ホームページより
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参考

経
産
省
は
下
請
Ｇ
メ
ン

経済産業省ホームページより
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参考

中小企業庁：価格交渉促進月間の実施とフォローアップ調査結果 (meti.go.jp)

調
査
結
果

社
名
公
表

経済産業省ホームページより

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/follow-up/index.html
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物流２０２４年問題突入直前
加工食品物流は準備万端か？

㈱日清製粉ウェルナの取り組み

㈱日清製粉ウェルナ
ロジスティクス部

須貝竜生
2024年2月15日
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本日のご説明内容

１．日清製粉ウェルナのご紹介

２．日清製粉ウェルナの物流

３．持続可能な物流への取り組み

 １）個社での取り組み（「製品設計の見直し」による物流効率化）

 ２）他社と連携（水平展開）した取り組み（F-LINEプロジェクト、SBM会議）

 ３）「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取り組み
に関するガイドライン」を踏まえた取り組み(長時間待機・附帯作業の問題)

４．これからの取り組み
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１．日清製粉ウェルナのご紹介

日清製粉グループ
社是

『信を万事の本と為す』
『時代への適合』

企業理念
『健康で豊かな生活づくりに貢献する』

創業 1900(明治33)年10月

資本金 171億円

従業員数(連結) 9,420名(2023年3月31日現在)

売上高(連結) 7,986億円(2022年度実績)

製粉事業 ５３％

食品事業 ２３％

中食・惣菜事業 １９％

その他 ５％
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１．日清製粉ウェルナのご紹介

㈱日清製粉ウェルナ

日清製粉グループの食品事業を担う会社として、パスタ、パスタソース、プレミックス、家庭用
小麦粉、乾麺および冷凍食品などの加工食品の製造及び販売を行っています。

業務用製品家庭用用製品
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２．日清製粉ウェルナの物流

宇都宮工場

白岡工場
名古屋工場神戸工場

国内主要工場（自社・関連会社）

 常温  冷凍

海外工場（関連会社）

【生産物流】

数カ所の国内工場、海外工場(港
湾倉庫)の製品を全国のDCへ配送

長い幹線輸送が発生

生産物流
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２．日清製粉ウェルナの物流

常温製品について、メーカー共同物流(F-LINE施策)を展開中【販売物流】

常温製品 配送拠点 冷凍製品 配送拠点
 当社単独 共同物流

 当社単独

東北エリア北海道エリア

九州エリア

販売物流
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３．持続可能な物流への取り組み

物流危機の到来
(物流2024年問題)

自社(メーカー)
でしかできない事

「製品設計の見直し」による物流効率化
（製品サイズ見直し・パレット積載率向上）

他社と連携
（水平展開）
した取り組み

F-LINEプロジェクト
（味の素、ハウス食品、カゴメ、日清オイリオ、Mizkan、当社）

SBM(食品物流未来推進)会議
（F-LINEプロジェクトメーカー＋キユーピー＋キッコーマン食品）

個社で取り組める事には限界有り！

「選ばれない荷主」を
回避するには・・・

個社 → 水平展開
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３．持続可能な物流への取り組み

１）個社での取り組み（「製品設計の見直し」による物流効率化）

課題

冷凍食品での物流において、トラックへの積み込み・荷降ろしが手作業になっており、
ドライバーの方にとって大きな負担。パレット積に変更すれば、負担を大幅に削減す
る事ができるが、従来の製品サイズでパレット積みに変更すると、パレットを積込分、
トラックに積載できる量が減少し、結果、必要なトラック台数も増加してしまう。

【トラックへの積込・荷降ろし 手作業】
積み込み･荷降ろし
合計で３時間はか
かってしまう・・・・

フォークリフトでパレット積
込できれば楽で早くなる
けど、必要なトラック台数

が増えてしまう・・・

フォークリフトでパレット積込

製品設計の見直し
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３．持続可能な物流への取り組み

１）個社での取り組み（100品以上 「製品設計の見直し」による物流効率化）

対応
内容量を変えずに商品サイズを縮小し、パレット積にしても、これ迄と同じ量を運べる様
に商品設計を変更。積込・荷降ろし・輸送方法を手作業からパレット積に変更。

・ドライバーの
荷役作業負担、
拘束時間を
大幅に削減

・パレット積にして
も必要なトラック
台数は同じ。

※
「マ･マーＴＨＥ ＰＡＳＴＡ 
ソテースパゲティ ナポリタン」
の場合

製品設計の見直し
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３．持続可能な物流への取り組み 他社と連携
水平連携の拡大

２０１５年２月

≪ Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト 発足 ≫

味の素社
カゴメ社

日清オイリオ社
日清製粉ウェルナ社

ハウス社
ミツカン社

６社による持続可能な物流体制構築を議論する場
【テーマ】 ①共同配送 ②共同幹線輸送 ③製・配・販課題

２０１９年４月

≪ Ｆ－ＬＩＮＥ株式会社 設立 ≫

・物流企画立案機能統合
・物流資産共有
・３つの物流子会社統合

【出資比率】
味の素社４５％、ハウス社２６％、カゴメ社２２％、
日清製粉ウェルナ社４％、日清オイリオ社３％

２０１６年５月

≪ ＳＢＭ会議 発足 ≫
食品物流未来推進会議

左記Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト６社に

キッコーマン社
キユーピー社

を加えた８社

８社による製配販課題解決の討議・実行の場

長時間待機、附帯作業、納品方法、商慣習
などの共通課題を議論

加工食品業界を代表する立場で各委員会等に参画

国交省

ホワイト物流
推進運動

経産省

フィジカルインターネット
実現会議

経産省、国交省、農水省

持続可能な物流の実現
に向けた検討会

国交省ほか

総合物流施策大綱

他、行政主催の検討会・講演会

Ｆ－ＬＩＮＥ物流未来研究所

競争は商品で
物流は共同で
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２）他社と連携（水平展開）した取り組み（F-LINEプロジェクト、SBM会議）

３．持続可能な物流への取り組み

2013年末、2014年3月
トラックが手配できない事態が発生。

加工食品物流の課題を共有し、解決に向けた議
論の場「食品物流プラットフォーム」を創ろう。

2015年2月「F-LINEプロジェクト」が発足。

【基本理念】
「競争は商品で、物流は共同で」
より効率的で安定した物流力の確保と、
食品業界全体の物流インフラの社会的・
経済的合理性を追求する。

2015年2月2日 プレスリリース

F-LINEプロジェクト
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２）他社と連携（水平展開）した取り組み（F-LINEプロジェクト、SBM会議）

３．持続可能な物流への取り組み

持続可能な物流に向けたF-LINEプロジェクトの取り組み範囲

前工程 中心工程 後工程

■ 幹線輸送 ■
運転手の負荷軽減

 各拠点間移動の効率化
 BCP強化

■ 共同配送 ■
 保管・配送の効率化

■ 製配販連携取組 ■
ものの動きの整流化
標準化の推進

F-LINEプロジェクト
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２）他社と連携（水平展開）した取り組み（F-LINEプロジェクト、SBM会議）

３．持続可能な物流への取り組み

【常温_地区配送 共同物流】
（中心工程）

共同配送を順次展開
北海道 → 九州 → 東北3社(2022年10月～)

展開済
のエリア

F-LINEプロジェクト
地区配送 共同物流

2016年～ 北海道エリアでの共同配送

■納品課題の改善活動■共同配送の実施

積載率 88%(+11%)
配車台数 ▲18%
Co2排出 ▲15%

F-LINE者提起の納品先課
題に対して荷主と納品先との
協議を実施し改善策検討

Ex 検品後の格納作業
配送先別仕分要請
ラベル張り要請
長時間の待機

2023年10月～ 北海道エリアで
さらにCO2約16％削減

■納品伝票統一化

201８年～ 九州エリアでの共同配送

Ｆ－ＬＩＮＥ株式会社

福岡第一営業所

・２０１８年１０月竣工

・２０１９年１月～

共同配送一部開始

・２０１９年５月～

６社在庫集約完了、

完全共同配送開始
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①関東～関西間のブロックトレイン往復運行（2022年5月～ 味の素社、ハウス食品社）
②幹線輸送複線化によるＢＣＰ対応強化策として海上トレーラーによる共同輸送

・中部エリア→北海道エリア 日本海ルート （202２年１１月～ カゴメ社、日清製粉ウェルナ社）
・中部エリア→東北エリア （2023年2月～ ハウス食品社、日清製粉ウェルナ社）

③関東～九州 レールライナー３１ｆｔ往復 （2023年2月～ 味の素社、ハウス食品社）
④関東～中部 中継リレー運行 （2023年６月～ 日清製粉ウェルナ社＆カゴメ社、ハウス食品社＆Mizkan社）

※ 今後は、Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト以外の荷主との連携に向け、拡大へ！

２）他社と連携（水平展開）した取り組み（F-LINEプロジェクト、SBM会議）

３．持続可能な物流への取り組み

【常温_幹線輸送(工場→地区)】
（前工程）

距離の長い幹線輸送を共同物流

（中継リレー輸送）
・従来、北関東と中部間の輸送は
１名のドライバーが泊りがけの往復。

・これを、静岡の新清水SAでトラック
を乗り換えて往復することで日帰り
運行が可能となり、労働環境が
改善、持続可能な物流が構築できる。

F-LINEプロジェクト
幹線輸送(工場→地区)
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３．持続可能な物流への取り組み SBM会議

2016年
SBM(食品物流未来推進)会議設立

・F-LINE６社の活動を他メーカーと共有
・製配販物流課題の解決へ向けメーカーとして

協議する場

①賞味期限年月表示化推進
→取り組み状況情報交換

②外装表示標準化推進
→味の素社ガイドライン公開（各社対応開始）

③フォークリフト作業安全確保
→日食協への協力依頼

④附帯作業定義付け
→出荷から納品完了までの附帯作業定義実施

⑤リードタイム延長協議
→課題および解決へ向けた協議

総合物流施策大綱

■製･配･販３層＋物流事業者
＋行政(国交･経産･農水)＋業界団体
＋有識者＋コンサルティング

日食協物流問題
研究会

納品LT延長問題WT

製配販
連携協議会

ロジスティクス
最適化

加工食品小ＷＧ

スマート物流
構築推進検討会

各種物流課題協議会について、
ＳＢＭ８社として意見参加

ＳＢＭ会議

水平連携の
さらなる拡大
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３．持続可能な物流への取り組み

３）「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取り組
みに関するガイドライン」を踏まえた取り組み(長時間待機・附帯作業の問題)

【物流2024年問題】に向けた
政府・行政の取り組み

2023年3月31日、岸田総理が、
関係閣僚会議を開催し、
政策パッケージの取りまとめ
を関係省庁に指示。

→ 行政の取り組みが本格化

（出典）JILS農林水産省発表資料（2023年7月）

長時間待機・附帯作業
の問題
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３．持続可能な物流への取り組み

■ 2023年6月、経産省、農水省、国交省の3省連名で、
「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取り
組みに関するガイドライン(以下、物流の適正化に向けた取り組みガイドライン)」を発表し、

荷主・物流事業者に対応指針を示した。

■ 2024年の通常国会で罰則付きの法案を提出する予定で、
行政が各団体にガイドラインを説明、啓蒙活動を行い、準備を促している。

■ 国交省はトラックGメンを162名配置し、「適正な取引を阻害する疑いの
ある荷主・元請への監視を強化しており、対策が日増しに強まっている。

長時間待機・附帯作業
の問題

３）「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取り組
みに関するガイドライン」を踏まえた取り組み(長時間待機・附帯作業の問題)
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３．持続可能な物流への取り組み

日食協物流問題研究会内に「待機・附帯作業改善小WG」を設置いただき、
主要卸７社とＳＢＭ8社で解決に向けた協議を開始。

「物流の適正化に向けた取り組みガイドライン」を踏まえ、
「長時間待機・附帯作業の問題」の解決に向けた取り組みを開始。

2023年10月18日に「荷待ち・荷役作業削減に向けた加工食品業界の取組
みに関するガイドライン」が完成。並行して個別改善の相談も実施中。

長時間待機・附帯作業
の問題

３）「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取り組
みに関するガイドライン」を踏まえた取り組み(長時間待機・附帯作業の問題)
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３．持続可能な物流への取り組み

「荷待ち・荷役作業削減に向けた加工食品業界の取組みに関するガイドライン」のポイント 1/8

長時間待機・附帯作業
の問題

３）「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取り組
みに関するガイドライン」を踏まえた取り組み(長時間待機・附帯作業の問題)

【作成者】日本加工食品卸協会（日食協）物流問題研究会と食品物流未来推進会議（ＳＢＭ会議）

「持続可能な加工食品物流」構築のためには、トラックドライバーの拘束時間（特に、納品時の荷待ち時間および荷役作
業に要する時間）削減、限りあるトラック輸送能力の最大限の活用等が不可欠である。
これらを実現するための施策の策定および実行に向けた手引きとして、本ガイドラインを作成する。
なお、本ガイドラインの適用範囲は、メーカー拠点（以下、発荷主事業者）から卸拠点・小売専用ＤＣ（以下、着荷主事

業者）への納品までとする。

はじめに

１．長時間の荷待ち・荷役作業発生の要因

(1)アイテム数の増加

(2)着荷主事業者物流センターのバースや入荷作業の狭隘化

(3)バラ降ろしによるバースの占有

(4)先着順による入荷検品
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３．持続可能な物流への取り組み

「荷待ち・荷役作業削減に向けた加工食品業界の取組みに関するガイドライン」のポイント 2/8

長時間待機・附帯作業
の問題

３）「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取り組
みに関するガイドライン」を踏まえた取り組み(長時間待機・附帯作業の問題)

２．長時間の荷待ち

(1)荷待ち時間の定義

各拠点が設定している開場時間以降で、「受付時間（予約時間）から荷降ろし開始時間まで」を荷待ち時間
とする。開場時間（予約時間）前に到着し、待機している時間は対象外とする。
ただし、こうした待機も拘束時間にあたるため、削減に向けて努力する。
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３．持続可能な物流への取り組み

「荷待ち・荷役作業削減に向けた加工食品業界の取組みに関するガイドライン」のポイント 3/8

長時間待機・附帯作業
の問題

３）「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取り組
みに関するガイドライン」を踏まえた取り組み(長時間待機・附帯作業の問題)

２．長時間の荷待ち
(2)長時間の荷待ちの削減施策

以下の施策については本来の目的（トラックドライバーの拘束時間の削減、限りあるトラック輸送力の
最大限の活用）に合致し、発着荷主事業者と物流事業者の業務効率化に資することを前提とする。
実施に当たっては事前に十分に協議を行い、いずれかに負荷が偏らないように留意する。

①入荷予約システムの利用促進
入荷予約受付システムは、長時間の荷待ち削減の有効なツールとして導入が進んでいる。一方で、予約枠の
不足、希望予約時間帯と確定時間帯のかい離、時間指定の増加、複数システムの乱立、予約業務負荷の
増大など、物流事業者の負担が深刻化している。
導入の目的を明確化し、発着荷主事業者双方協議の下、導入を進めていくことが望ましい。

②ＡＳＮデータの普及
発荷主事業者から着荷主事業者に対し「事前出荷情報（ＡＳＮ）」データをあらかじめ送信することにより、
立会い検品の免除（検品レス）や、（優先）入場後即時退場を実現し、長時間の荷待ち削減を目指す。

③入荷時間枠の見直し
早朝や午後など、オフピークにも入荷枠を拡げることによりコアタイムの入荷車両数を分散し、長時間の荷待ちを削減する。
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３．持続可能な物流への取り組み

「荷待ち・荷役作業削減に向けた加工食品業界の取組みに関するガイドライン」のポイント 4/8

長時間待機・附帯作業
の問題

３）「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取り組
みに関するガイドライン」を踏まえた取り組み(長時間待機・附帯作業の問題)

２．長時間の荷待ち（続き）

(2)長時間の荷待ちの削減施策

④車両の相互活用
卸車両によるメーカーー卸間納品や、メーカー車両による卸ー小売店舗間配送など、発着荷主事業者が
車両を相互活用することにより、台数の削減や積載効率の向上を目指す。

⑤先行在庫の検討
着荷主事業者のセンターに発荷主事業者名義の在庫保管を行い、着荷主事業者側の発注に基き、
名義変更する。大口配送による車両台数の削減や、物流センターのスペースの有効活用を図る。

⑥発注頻度の低減
発注頻度を低減（発注ロットの引き上げ）することにより、車両台数削減、納品時作業の削減、
総荷待ち時間の削減を目指す。定曜日発注、正パレット・面単位発注、低ランク商品の集約発注等により
これを実現する。

⑦マザーセンター化の検討
一部の物流センターにマザー機能（横持ち機能）を持たせ、納品先の集約化を目指す。
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３．持続可能な物流への取り組み

「荷待ち・荷役作業削減に向けた加工食品業界の取組みに関するガイドライン」のポイント 5/8

長時間待機・附帯作業
の問題

３）「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取り組
みに関するガイドライン」を踏まえた取り組み(長時間待機・附帯作業の問題)

３．荷役作業

(1)留意事項

①『物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者ガイドライン』（2023年6月）には、「荷主事業者は、
荷待ち、荷役作業等にかかる時間を計2時間以内とする。」「既に2時間以内となっている事業者は、
目標時間を1時間以内としつつ、更なる時間短縮に努める。」と記載されており、荷役作業自体の工数
見直しや削減に、発着荷主事業者双方が継続して取組む。

②新規納品先については、荷役作業の内容や範囲等につき、事前に協議の上、決定する。

(2)荷役作業現場での安全対策

①荷役作業の現場は十分な広さを確保し、床面の凹凸等つまずきの原因をできるだけ排除する
 また、死角となる箇所を極力無くすように対策を施す。

②フォークリフトによる荷役作業が発生する場合、フォークリフトを管理する事業者は、法令に基づき必要な
 定期点検を実施し、安全性を確認する。
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３．持続可能な物流への取り組み

「荷待ち・荷役作業削減に向けた加工食品業界の取組みに関するガイドライン」のポイント 6/8

長時間待機・附帯作業
の問題

３）「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取り組
みに関するガイドライン」を踏まえた取り組み(長時間待機・附帯作業の問題)

３．荷役作業（続き）

(3)フォークリフト作業

①「バラ積みバラ降ろし」は該当車両がバースを占有して長時間の荷待ちの原因となる。
 また、ドライバー作業負荷も高いため、双方で取り決めた利用可能なパレット（Ｔ１１型プラスチックパレット、
 ビールパレット等）に積載納品し、フォークリフトでの荷降ろしを推進する。

②上記『ガイドライン』には、「適正な数のフォークリフトやフォークリフト作業員等、荷役に必要な機材・人員を
 配置する。また、入出荷業務の効率化を進めるためデジタル化・自動化・機械化に取り組む」と記載されている。
 また。ドライバーがフォークリフト免許取得を必須とされている現状は、将来ますます深刻化するとされる
ドライバー不足に影響を与える懸念があるため、ドライバーによるフォークリフト削減に、発着荷主事業者双方
が継続して取り組む。
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３．持続可能な物流への取り組み

「荷待ち・荷役作業削減に向けた加工食品業界の取組みに関するガイドライン」のポイント 7/8

長時間待機・附帯作業
の問題

３）「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取り組
みに関するガイドライン」を踏まえた取り組み(長時間待機・附帯作業の問題)

３．荷役作業（続き）

(４)商品の整列作業

①荷降ろし時、パレットに商品が単載（１アイテム１賞味期限）されている場合は、そのまま荷受けする。
 複数の商品がパレット上に混載され、そのままでは検品ができない場合、検品できる状態に商品を整列する
 ことは、発荷主事業者側の業務範囲とする。同一商品で賞味期限が混在する場合も同様とする。

②検品できる状態に商品を整列するために使用する積替え什器の種類は問わない（パレット/カートラック/
 カゴ車等）
 ただし、什器は作業場付近にあらかじめ着荷主事業者側で用意しておき、保管場所までドライバーに取りに
 いかせてはならない。また、積替え後に所定の場所まで商品を搬送させることも不可とする。

③双方で事前に取り決めた納品ルールがある場合には、それに従う。
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３．持続可能な物流への取り組み

「荷待ち・荷役作業削減に向けた加工食品業界の取組みに関するガイドライン」のポイント 8/8

長時間待機・附帯作業
の問題

３）「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取り組
みに関するガイドライン」を踏まえた取り組み(長時間待機・附帯作業の問題)

※ 「ガイドライン」原本は、日本加工食品卸協会のホームページをご覧ください。
     20231018_1.pdf (ooco.jp)

３．荷役作業（続き）

(5)その他の作業

①ラベル貼付、所定の場所への二次移動、棚入れ、賞味期限入替え等の作業は着荷主事業者側の業務範囲とする

②着荷主事業者事由で、事前に双方で取り決めた利用可能なパレットから他のパレットに積替える作業は、
着荷主事業者側の業務範囲とする。着荷主事業者物流センターのラック高さに合わせるための段落とし
作業も同様とする。

http://nsk.c.ooco.jp/pdf/20231018_1.pdf
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４．これからの取り組み

１）賞味期限「年月」表示化製品の拡大
・現状は、パスタ等、一部の商品に留まるため、対象製品の拡大を検討。

→ 製・配・販のサプライチェーン全体での食品ロス削減や、物流管理の効率化につなげていく。

自社(メーカー)でしかできない事

2）製品外装サイズの見直し
 ・冷食で取り組んだ様な物流効率化に寄与するサイズ見直しの拡大。

→ 先ずはパレット積付上のはみ出し(オーバーハング)の解消
（完全解消へは道半ば・・）

３）「物流の適正化に向けた取り組みガイドライン」
・メーカーは、発荷主であると同時に、着荷主。

→ 着荷主としての「必要項目」「推奨項目」の取り組みを強化し、
 推進していく。
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４．これからの取り組み 製・配・販の連携

４）「荷待ち・荷役作業削減に向けた加工食品業界の取組みに関する
ガイドライン」に定めた事項の実施

→ ガイドラインの制定は、ゴールではなくスタート。
継続して協議が必要な事項、検討が必要な課題も残っており、
個々の現場で丁寧に対話し、実行していく。

５）情報連携の強化による「ロスの削減」「物流波動の平準化」

→ 配・販で取り組んでいただく「特売品・新商品」の計画的なご発注等を受け、
 緊急手配等のロスの削減、計画的な在庫移動(工場→販売拠点)による
物流波動の平準化等、サプライチェーン全体の効率化に取り組んでいく。





サステナブルなフードサプライチェーンを目指して

～製･配･販の連携による協同ワークの重要性～
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一般社団法人 日本加工食品卸協会 概要・沿革

代表理事 会 長 國分 晃    （国分グループ本社株式会社 代表取締役 社長執行役員COO）

副会長  佐々木 淳一 （株式会社日本アクセス 代表取締役会長）

副会長  岡本 均   （伊藤忠食品株式会社 代表取締役 社長執行役員）

副会長  京谷 裕   （三菱食品株式会社 代表取締役社長）

加盟会員 正会員   ９４社

事業所会員 ９７社

賛助会員 １２６社

団体賛助会員   ３団体 （2023年9月末日現在）

沿革 1905年（明治38年） 大日本缶詰業連合会 設立

1922年（大正11年） 缶詰普及協会 設立

1927年（昭和  2年）  社団法人日本缶詰協会 設立

  （現在の「日本缶詰びん詰レトルト食品協会」）

1966年（昭和41年） 日本缶詰協会の内販部会342社が結集分離し

「全国缶詰問屋協会」が発足

1977年（昭和52年） 日本加工食品卸協会 設立

1993年（平成  5年）  農林水産省の社団法人化

2012年（平成24年） 一般社団法人日本加工食品卸協会に組織変更



加工食品サプライチェーン（ＳＣ）の商流・物流状況
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商

流

物

流

メーカー 卸売業 小売業本部

店舗

業界VAN（ファイネット等）

メーカー物流業

者

メーカー共配業

者

路線便事業者 卸売業DC（汎用・専用）

小売共同DC・TC

受注

出荷指示 納品データ

発注

納品

納品

納品

物流
情報

VAN各社（多数存在）

発注
日食協

EDI-FMT 受注 発注流通BMS

VAN各社（多数存在）

流通BMS

出荷
指示

納品データ

納品

物流
情報

現
状
と
課
題

卸・メーカー間 : ①商流 - 業界VANにより、標準化が進んでいる。多数を占める中小メーカーと卸間での効率化が課題。
: ②物流 - 情報は紙媒体（納品伝票）のやり取り今だに主流で、電子的に情報が繋がっていない。

小売・卸間 : ①商流 - VAN事業者が多数存在し、卸側に負担が大きい。流通BMSも中小小売業には普及していない。
: ②物流 - 納品情報は既にデータによりやり取りがされ、その信頼性に基づいた検品レスが実施されている。



メーカー・卸間、卸・小売間における物流情報（事前出荷情報等）の共有状況

メーカー 卸売業
小売本部

物流情報
（ASN）

発注EDI

小売TC

小売
店舗

小売DC

卸DC

メーカー
倉庫

発注EDI

納品伝票、検品・押印

納品伝票、検品・押印

運送
事業者運送依頼伝票

送り状

♪
♪

♪
♪

♪
♪

♪
♪

・物流情報（ASN）
・債権債務情報

メーカー・卸間のEDIについては、納品情報と債権債務情報の部分が紙でのやり取りとなっており、照合作業や紙保管等に
コストがかかっている。

特に納品情報については、荷受側ではいつ何がどのような荷姿でどの程度来るのか荷物が到着するまでわからないため、受
入体制が整えられず、検品においても荷物と伝票をアナログでチェックしなければならず、結果としてトラックドライバーの長時
間待機にもつながっているとも言われている。



本日の報告内容

「持続可能な物流の構築」 に向けた取組み

・「ﾌｰﾄﾞｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ・ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（FSP）」 の活動について

・「物流の法規制化に向けた動向と製配販の対応」 について
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「物流テーマ」 における製配販の連携経緯

・2019年7月 全日本トラック協会食料品部会から受注日翌日

納品から翌々日納品へのリードタイム延長要望

・2019年9月 日食協 「リードタイム（LT）延長化について」 

・2020年6月 製･配･販連携協議会 ロジスティクス最適化WG

LT延長問題 「基本的な考え方と取組の方向性」

・2020年12月 食品メーカー8社と卸6社の共同ワーク開始

 ～ ・受注締め時間後倒しの実証実験

・2021年10月 製配販各層が取り組むべき施策を取りまとめ

・2022年4月 FSP会議発足－製配販３層の取組み開始
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「持続可能な加工食品物流」の構築を進める上で、製配販各層が取り組むべき施策」

【配（卸 店）】
〇メーカー発注の原則EDI化、緊急対応等、負荷業務の抑制
〇リードタイム延長に伴う需要予測精度向上に努める
〇リードタイム延長による一定の在庫増加リスクへの柔軟な対応 

【販（小売業）】
〇賞味期間180日以上の商品について、納入期限を賞味期間2分の１残しへの統一化
〇小売⇒卸間での定番発注締時間の前倒し
〇特売、新商品の適正リードタイム日数確保と計画数量化・追加の抑制

【製（メーカー）】
〇リードタイム延長を前提とした受注締め時間の後倒しの取組み（第1ステップ：13時受注）

〇リードタイム延長実施と合わせた、柔軟な緊急対応の許容

製配販各層が取り組むべき施策～持続可能な物流実現のための施策



フードサプライチェーン・サステナビリティプロジェクト会議（FSP会議） 
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①目 的
  
・フードサプライチェーン全体の使命である「生活者への途切れることのない食品供給」

を将来にわたり維持発展させるために、先ずは喫緊の課題である「物流」課題の発
掘とその解決策を製（製造業）、配（卸売業）、販（小売業）の三層でそれぞれ
の立場および個社の事情を超えて議論し、社会実装する。

②構成メンバー

・小売業：日本スーパーマーケット協会（JSA）
全国スーパーマーケット協会（NSAJ）
オール日本スーパーマーケット協会（AJS）

・卸売業：日本加工食品卸協会（NSK）

・製造業：食品物流未来推進会議（SBM）
味の素、カゴメ、キッコーマン食品、キユーピー
日清オイリオ、日清製粉ウェルナ、ハウス、ミツカン



ＦＳＰ会議の検討テーマ

製配販が連携する3つのアクションプラン！
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アクション１・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

 店舗納品期限「2分の１残し」への統一化と、
 それを前提としたメーカー・卸間納品期限の
 ルール化

アクション２・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

3層間の最適連携を目指す、小売・卸間、
卸・メーカー間の定番発注締めの時間調整

アクション３・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

特売・新商品の確定数量化を可能にする、適正
 納品リードタイムの確保



小売・卸間、卸・メーカー間の定番発注時締め時間調整
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現状

AM PM AM PM AM PM

小売 発注 発注

受注 受注

発注 入荷【予測２回分】

メーカー 受注

LT２日延長

時間調整なし AM PM AM PM AM PM

小売 発注 発注 発注

受注 受注 受注

発注 入荷【予測３回分】

メーカー 受注

アクション

発注締め時間調整 AM PM AM PM AM PM

小売 発注 発注 発注

受注 受注 受注

発注 入荷【予測２回分】

メーカー 受注

1日目 2日目 3日目

1日目 2日目 3日目

2日目 3日目

卸売

卸売

卸売

1日目

前倒し

後倒し



伝票日付

Ｄ０

発注
センター

納品
店着

卸売
受注 発注

入荷
集荷 出荷・配送

メーカー 受注 配送

Ｄ‐１

小売

営業日 Ｄ‐６ Ｄ‐５ Ｄ‐４ Ｄ‐３ Ｄ‐２

営業日６日前

改善余地あり＊注 １

中１日

改善余地あり＊注 2

＊注 3

特売・新商品受注の「現状」と「理想とする計画発注（営業日６日前）運用」
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【現状】・特売LT不足と追加の常態化により卸は予測在庫となり、故に誤差が欠品・ロス在庫の要因となる
 ・初回発注数の精度向上と追加ルールの明確化が課題

【特売・新商品 理想運用】・特売・新商品注文（追加含む）の営業日６日前数量確定発注
【特売・新商品 理想運用】・初回発注数精度を向上させ、極力追加の発注を抑える

小売からの特売・新商品注文の営業日６日前受信により、休日を加味した場合においても、
メーカー・卸とも安定した車両確保・商品供給が可能となる

※特売期間の追加が発生した場合も営業日６日間のリードタイムを確保する

＊注１：発注時間調整によって改善余地あり
＊注２：小売りセンター納品時間与件緩和で改善余地あり
＊注３：メーカーリードタイムが中１日の場合



【小売業3団体の活動及び会員企業の取組み状況の共有】

⑴各団体での啓蒙活動や主催イベントでのFSP活動の周知状況の共有

⑵SM物流研究会への参画小売業状況や取組みテーマの共有

⑶物流革新に向けた政策パッケージ・ガイドライン対応に対する考え方共有

【メーカー・卸間の取組み状況の共有】

⑴リードタイム延長（メーカー受注時刻の後ろ倒し、LT1日延長）実施状況の共有

SBMメーカー他と卸との取組み状況を共有

⑵メーカー賞味期限年月表記化、賞味期限延伸状況の共有

⑶荷待ち・荷役作業削減に向けた加工食品業界の取組みに関するガイドライン策定

（10月18日協会HP上で公表）
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FSP会議を通じての取組み概要
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「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」について （経済産業省資料より抜粋）

• 荷主、事業者、一般消費者が一体となって我が国の物流を支える環境整備について、関係行政
機関の緊密な連携の下、政府一体となって総合的な検討を行うため、令和5年3月31日に「我
が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」を設置。

• 同年6月2日に第2回を実施し、商慣行の見直し、物流の効率化、荷主・消費者の行動変容につ
いて、抜本的・総合的な対策をまとめた「物流革新に向けた政策パッケージ」を決定。

＜構成員＞

議  長 内閣官房長官
副議長 農林水産大臣

 経済産業大臣
 国土交通大臣

構成員 内閣府特命担当大臣
 （消費者及び食品安全担当）
 国家公安委員会委員長
 厚生労働大臣
 環境大臣

※上記のほか、公正取引委員会委員長
の出席を求める。

■総理指示（令和5年3月31日）

• 物流は国民生活や経済を支える社会インフラですが、担い手不足、カーボンニュートラ
ルへの対応など様々な課題に直面しています。物流産業を魅力ある職場とするため、ト
ラックドライバーに働き方改革の法律が適用されるまで、明日でちょうど１年となります。

• 一方、一人当たりの労働時間が短くなることから、何も対策を講じなければ物流が停
滞しかねないという、いわゆる「2024年問題」に直面しております。

• これに対応するため、荷主・物流事業者間等の商慣行の見直しと、物流の標準化や
ＤＸ・ＧＸ等による効率化の推進により、物流の生産性を向上するとともに、荷主企
業や消費者の行動変容を促す仕組みの導入を進めるべく、抜本的・総合的な対応が
必要です。

• このため、物流政策を担う国交省と、荷主を所管する経産省、農水省等の関係省庁
で一層緊密に連携して、我が国の物流の革新に向け、政府一丸となって、スピード感
を持って対策を講じていく必要があります。

• そこで、１年以内に具体的成果が得られるよう、対策の効果を定量化しつつ、６月上
旬を目途に、緊急に取り組むべき抜本的・総合的な対策を「政策パッケージ」として取り
まとめてください。

「物流革新に向けた政策パッケージ」を決定（令和5年6月2日）



「物流革新に向けた政策パッケージ」
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ー 2023年6月2日の関係閣僚会議にて取りまとめ

１．具体的な施策

（１）商慣行の見直し－荷待ち・荷役時間の削減、納品期限、多重下請構造、等

（２）物流の効率化－物流DX推進、物流標準化、速度規制引上げ、共同輸配送

（３）荷主・消費者の行動変容－荷主経営者層の意識改革、消費者の意識改革・行動変容を促す

２．当面の進め方

（１）2024年初 ・通常国会での法制化を含めた規制的措置の具体化

（２）2023年末 ・再配達率「半減」に向けた対策
 ・業界・分野別の自主行動計画の作成・公表
 ・2030年に向けた政府の中長期計画の策定・公表

（３）速やかに ・規制的措置の具体化を前提としたガイドラインの作成・公表
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物流の適正化・生産性向上に向けた
荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン（概要）（経済産業省資料より）

（１）実施が必要な事項
 ・荷待ち時間・荷役作業等に係る時間の把握
 ・荷待ち・荷役作業等時間
  2時間以内ルール/1時間以内努力目標

１．発荷主事業者・着荷主事業者に共通する取組事項 

・物流管理統括者の選定
・物流の改善提案と協力
・運送契約の書面化 等

（２）実施することが推奨される事項
 ・予約受付システムの導入
 ・パレット等の活用
 ・検品の効率化・検品水準の適正化

・物流システムや資機材(パレット等)の標準化
・共同輸配送の推進等による積載率の向上
・荷役作業時の安全対策 等

（１）実施が必要な事項
 ・出荷に合わせた生産・荷造り等

２．発荷主事業者としての取組事項

・運送を考慮した出荷予定時刻の設定

（２）実施することが推奨される事項
 ・出荷情報等の事前提供
 ・物流コストの可視化

・発送量の適正化 等

（１）実施が必要な事項
 ・納品リードタイムの確保

3．着荷主事業者としての取組事項

（２）実施することが推奨される事項
 ・発注の適正化 ・巡回集荷(ミルクラン方式) 等   

（１）実施が必要な事項
〇共通事項
 ・業務時間の把握・分析
 ・長時間労働の抑制
 ・運送契約の書面化 等

4．物流事業者の取組事項

〇個別事項（運送モード等に応じた事項）
・荷待ち時間や荷役作業等の実態の把握
・トラック運送業における多重下請構造の是正
・「標準的な運賃」の積極的な活用   

（２）実施することが推奨される事項
〇共通事項
 ・物流システムや資機材(パレット等)
 の標準化

 ・賃金水準向上

 〇個別事項（運送モード等に応じた事項）
・倉庫内業務の効率化
・モーダルシフト、モーダルコンビネーションの促進
・作業負荷軽減等による労働環境の改善 等

5．業界特性に応じた独自の取組

業界特性に応じて、代替となる取組や合意した事項を設定して実施する。
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ガイドライン対応の 「加工食品業界 製配販行動指針」（FSP版）

①製ー配連携（メーカー→卸拠点（小売DC含む）） ②配ー販連携（専用DC→小売店舗） ③配ー販連携（卸拠点→小売TC）

１．発着荷主共通取組み事項

■物流業務の効率化・合理化

①荷待ち時間・荷役作業等に

かかる時間の把握
入出荷に係る荷待ち・荷役作業等にかかる時間を把握する

②荷待ち・荷役作業時間

　「2時間以内」ルール

・物流事業者に対し、長時間の荷待ちや運送契約にない荷役作

業等をさせてはならない。

・荷待ち荷役作業等にかかる時間が2時間以内となっている荷主

は、目標1時間以内としつつ、更なる時間短縮に努める

③物流管理統括者の選定
物流業務を統括する者（役員等）を選任し、物流の適正化・生

産性向上に向け他部門との交渉・調整を行う

④物流の改善提案と協力

・商取引契約において物流に過度な負担をかけているものがない

か検討・改善する

・荷待ち時間や附帯作業の合理化要請があった場合は、真摯に

協議に応じ自らも積極的に提案する

■運送契約の適正化

⑤運送契約の書面化 運送契約は書面または電磁的方法を原則

⑥荷役作業等にかかる対価
・荷主は運転者が行う荷役作業料等を支払う者を明確化し、物

流事業者に適正な料金を支払う

・自ら運送契約を行わない荷主事業者においても同様

物流事業者に適正に荷役作業料等が支払われるよ

う、発着荷主は真摯に協力する

⑦運賃と料金の別建て契約
運送の対価である「運賃」と、運送以外の役務等の対価である

「料金」は別建てで契約を原則とする

発着荷主、物流事業者間で協議し、「料金」の詳細

を定め、これを支払う

⑧燃料サーチャージの導入・燃料費等の上

昇分の価格への反映

物流事業者から燃料サーチャージ、燃料費上昇、高速道路料金

実費の料金反映を求められた場合は、適切に転嫁する

⑨下請取引の適正化
元請事業者が下請に出す場合、⑤～⑧の対応を求めるとともに、

特段の事情なく多重下請が発生しないよう留意する

■輸送・荷役作業等の安全の確保

⑩異常気象時等の運行の中止・中断

等

異常気象が発生または発生見込みの場合は無理な運送依頼を

行わない。物流事業者が運行中止を判断した場合はこれを尊重

する

契約した業務範囲外の荷役作業は、発着荷主で作業確認を行い適正料金を支払う

発着荷主、物流事業者間で運送以外の役務を要する事項は、契約書に明文化し、これを支払う

ガイドライン項目 （内容）
                                         取    組    み    事    項

「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン」　対応の 「加工食品業界製配販行動指針」（ＦＳＰ版　23年10月時点）

実

施

が

必

要

な

事

項

発着荷主双方で、荷待ち、荷役作業の実態を把握する

原則すべての拠点を把握する（日別、納品先別、時間、業務内容等）

（ゼロステップ）附帯作業の定義（認識）を発着荷主・物流業者で合わせる

（第一ステップ）発着荷主それぞれの拠点で恒常的に2時間以上の荷待ち・荷役作業時間が発生している場合は、発・着・物が連携して、時間短縮を図る

（第二ステップ）1時間以内を目指す

社内および社外に対して実効性を発揮する責任者を選任し、物流適正化・生産性向上を主導する

各会議体（FSP、日食協物流問題研究会、首都圏SM物流研究会、SBM会議等）において情報を共有し、引き続き検討・改善を図る

また、関連する業界・団体・企業に広く情報発信し、活動の推進・拡大を図る

運送事業者と契約書・覚書を適切に締結する

物流事業者から燃料サーチャージ、燃料費上昇、高速道路料金実費の料金反映を求められた場合は、協議の上、改定内容を契約書に明文化し、適正料金を支払

う

異常気象が発生または発生見込みの場合は無理な運送依頼を行わない。物流事業者が運行中止を判断した場合はこれを尊重する

下請状況の実態を把握する
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ガイドライン対応の 「加工食品業界 製配販行動指針」（FSP版）

①製ー配連携（メーカー→卸拠点（小売DC含む）） ②配ー販連携（専用DC→小売店舗） ③配ー販連携（卸拠点→小売TC）
ガイドライン項目 （内容）

                                         取    組    み    事    項

「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン」　対応の 「加工食品業界製配販行動指針」（ＦＳＰ版　23年10月時点）

■物流業務の効率化・合理化

⑪予約受付システムの導入 システムを導入し、荷待ち時間を削減する
待機削減効果が見込まれる場合は導入を進め、個別

に生じる課題は、協議解決を図る

待機削減効果が見込まれる場合は導入を進め、個別

に生じる課題は、協議解決を図る

⑫パレット等の活用
パレット等の活用について提案があった場合には協議に応じ、積極

的な活用を検討する

T‐11型プラスチックパレット、ビールパレット等を標準と

し、パレット納品を推進する

T‐11型プラスチックパレットを標準とし、レンタルパレット

での納品も含め推進する

⑬入出荷業務の効率化に資す

る機材等の配置

・適正な数のフォークリフトや作業員等、荷役に必要な機材・人員

を配置する

・入出荷業務の効率化を進めるためデジタル化・自動化・機械化

に取組む

・着荷主は、フォークリフトや作業員の不足により作業

が滞らないよう適切な措置を取る

・納品伝票電子化の実現に取組む

・一定物量以上の納品は、手降ろしから搬送什器への

積付け納品に切替を推進する

・伝票レスと受領データを推進する

⑭検品の効率化・検品水準の

適正化

検品の効率化・適正化を推進し、返品に伴う輸送や検品時間を

削減する

⑮物流システムや資機材（パ

レット等）の標準化

データ・システムの仕様やパレットの規格等について標準化を推進

する

・T‐11型プラスチックパレット、ビールパレット等を標準と

し、パレット納品を推進する

・標準化された納品伝票電子化の実現に取組む

⑯輸送方法・輸送場所の変更

による輸送距離の短縮
幹線輸送と集荷配送の分離、集荷・配送先の集約等を実施する 着荷主と先行在庫、マザーセンター化を検討する

店舗配送を効率化する手段として、サテライト拠点から

の店舗配送を検討する

得意先センターから距離が近い卸と同居もしくは共同

物流を検討する

⑰共同輸配送の推進等による

積載率の向上
他に荷主との連携や積合せ輸送の実施により、積載率を向上する

・車両の相互活用を検討する

・共配荷主の配送条件の調整を行う（リードタイムや

納品時間・曜日等）

エリア・方面別に共同店舗配送を検討する
・納品先センターより引取り物流を推進する

・他企業との共同TCセンター・店舗配送を検討する

■運送契約の適正化

⑱物流事業者との協議 運送契約の条件に関して、積極的に協議の場を設ける

⑲高速道路の利用 拘束時間削減のため、高速道路を積極的に利用する
拘束時間の短縮が見込める際は、配送ルート再設定

を検討する

拘束時間の短縮が見込める際は、店着時間の変更と

配送ルート再設定を検討する

納品先センターとの指定着荷時間から、計画的な高速

道路利用を検討する

⑳運送契約の相手方の選定
物流事業者の選定にあたり、法令遵守状況や、働き方改革・安

全性向上への取組みを考慮する

■輸送・荷役作業の安全の確保

㉑荷役作業時の安全対策
労災の発生を防止するための対策を講じるとともに、事故が発生し

た場合の賠償責任を明確化する

SKU特性（出荷量　在庫量）に応じた出荷単位を設定し、検品頻度を削減する

ASNを活用した検品レスの実現に取り組む

物流事業者の法令遵守状況や、安全性向上への取組みを定期的に共有する場を設ける

納品環境の安全確認を行い、必要に応じて改善を行う

・T‐11型プラスチックパレットを標準とし、レンタルパレットでの納品も含め推進する

・伝票レスと受領データを推進する

最低限年1回は物流事業者との契約条件に関する協議機会を設ける

実

施

が

推

奨

さ

れ

る

事

項
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ガイドライン対応の 「加工食品業界 製配販行動指針」（FSP版）

①製ー配連携（メーカー→卸拠点（小売DC含む）） ②配ー販連携（専用DC→小売店舗） ③配ー販連携（卸拠点→小売TC）
ガイドライン項目 （内容）

                                         取    組    み    事    項

「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン」　対応の 「加工食品業界製配販行動指針」（ＦＳＰ版　23年10月時点）

２．発荷主としての取組み事項 メーカーとして対応する事項 センター運営者として対応する事項 納入ベンダーとして対応する事項

■物流業務の効率化・合理化

①出荷に合わせた生産・荷造り

等

出荷時の順序や荷姿を想定した生産・荷造り等を行い、荷役時

間を短縮する

②運送を考慮した出荷予定時

刻の設定
運転者が適切に休憩を取れるよう出荷予定時刻を設定する

■物流業務の効率化・合理化

③出荷情報等の事前提供
物流事業者や着荷主の準備時間を確保するため、出荷情報等を

早期に（可能な限り出荷の前日以前に）提供する。

・適切なリードタイム確保によって、必要な車両数を事

前に物流事業者に案内する

・入荷予約システム運用拠点は、前日までに納品予

定台数の予約を行う

④物流コストの可視化
着荷主との商取引において、基準となる物流サービス水準を明確

化し、サービスの高低に応じてコストを上下させるメニュープライシン

グ等の取組みを実施し、物流効率に配慮した発注を促す

⑤発荷主側の施設の改善
物流施設の集約、新増設、レイアウト変更等必要な改善を実施

する

⑥混雑時を避けた出荷 渋滞や混雑を避け、出荷時間を分散させる

⑦発送量の適正化
日内・曜日・月波動の平準化や、隔日配送化・定曜日配送化等

の納品日集約等を通じて発送量を適正化する

３．着荷主としての取組み事項 受け入れるセンター側として対応する事項 小売業店舗として対応する事項 小売業TCセンターとして対応する事項

■物流業務の効率化・合理化

①納品リードタイムの確保
輸送手段の選択肢を増やすために、納品リードタイムを十分に確

保する

「納品日前々日の午後1時発注締め」を早期に実現

し、最終的に「午後3時発注締め」を目標とする

■物流業務の効率化・合理化

②発注の適正化
日内（朝納品の集中）・曜日・月波動の平準化や、適正量の在

庫の保有・発注の大ロット化等を通じて発送を適正化する。取引

先がメニュープライシングを用意している場合はそれを活用する

③着荷主側の施設の改善
物流施設の集約、新増設、レイアウト変更等必要な改善を実施

する
物量に応じた必要な接車可能バース数の設定を行う

④混雑時を避けた納品 渋滞や混雑を避け、納品時間を分散させる

⑤巡回集荷（ミルクラン方式）
着荷主が車両を手配し、巡回して集荷する方がより効率的となる

場合は、発荷主と合意の上導入する

５．業界特性に応じた独自の取組み

①賞味期限の年月表示化
・賞味期間1年以上商品の早期賞味期間延長・年

月表示化を実現する

・1年未満商品の年月化も検討する

②「1/2ルール」の完全実施
賞味期間180日以上の加工食品については、製配間

の納品限度は「原則2/3残し」を推進する

③ＥＤＩの推進 ＥＤＩ受発注を推進する

車両の相互活用、引取り物流を検討する

賞味期間180日以上の加工食品については、配販間の納品限度は「原則1/2残し」を推進する

実

施

が

必

要

な

事

項

1日の拘束時間と翌日運行開始までの休憩時間を考慮した配送ダイヤグラムを設定する

出荷の庫内業務と配送業務の引き渡しルール化により、相互に負荷が偏らない運用を構築する

実

施

が

推

奨

さ

れ

る

事

項

実

施

が

必

要

な

事

項

実

施

が

推

奨

さ

れ

る

事

項

出荷準備、回収品の配置に十分なスペースを確保する

・流通ＢＭＳ受発注を推進する

・伝票レス納品を推進する

「基準となる物流サービス水準の明確化」と「サービスに応じたコスト設定」につき、真摯に協議する（「物流事業者への還元」を原則とする）

着荷主と協議し、効率化を検討する

着荷主と協議し、納品量と頻度の適正化を検討する

「定番発注の卸受信時刻は納品日前日午前12時まで」「特売・新製品発注の卸受信日は納品日6営業日

前まで」など、納品リードタイムを十分に確保したうえで、相対で定める

発荷主と協議し、納品量と頻度の適正化を検討する

物量、納品車格に応じた必要な荷受け場所の改善を行う

発荷主と協議し、効率化を検討する



日食協「物流の適正化・生産性向上に向けた自主行動計画」
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2023年１１月２０日 

一般社団法人 日本加工食品卸協会 

 

物流の適正化・生産性向上に向けた自主行動計画 

 

 一般社団法人日本加工食品卸協会は、「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物

流事業者の取組に関するガイドライン」を踏まえ、下記のとおり自主行動計画を定め、会員企業

による物流の適正化・生産性向上に向けた取組みを推進するものとします。 

 

記 

 

1．物流の適正化・生産性向上は、1業種 1企業だけの対応で成果をあげることは困難であり、  

  発着荷主間の連携・協力があって達成されるものとの前提に立ち、製配販 3層で組織する 

  フードサプライチェーン・サステナビリティプロジェクト（「FSP会議（＊１）」）において策定 

  された「加工食品業界製配販行動指針（FSP版）」 （別紙 1） をもって当協会の自主行動 

  計画とする。 

 

２．上記 1に加え、荷待ち時間・荷役作業削減については、更に対応方針を明確にするため、当 

  協会と食品物流未来推進会議（SBM会議）が取りまとめた「荷待ち・荷役作業削減に向けた 

  加工食品業界の取組みガイドライン」 （別紙 2）の主旨に沿って行動するものとする。 

 

3．上記 1及び 2は今日時点での対応指針であり、今後の進捗の状況により、更なる適正化・ 

  生産性向上を目指して見直しを行っていくものとする。 

 

以上 



「SM物流研究会」の取り組み

2024年2月15日

SM物流研究会
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1. 「首都圏SM物流研究会」発足までの取り組み

2. 「首都圏SM物流研究会」の概要と活動状況

3. これからの取り組み

◼本日の内容
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1. 「首都圏SM物流研究会」発足までの取り組み



このような動きを踏まえ、現在、そして将来に向けた食料品の安定供給維持に向けて、今までの
取り組みを見直し、食料品流通網のあり方を再構築するための取り組みを進めていく。

◆物流分野の現状
• トラックドライバーの不足 (厳しい労働環境と全産業平均を下回る収入状況）
• 需要の増加 (EC市場の拡大、消費者ニーズ多様化による多品種・小ロット輸送増加)
• 更なる供給制限のおそれ (2024年度から働き方改革関連法施行）

→食品物流における従来型の発注から納品までの工程維持が困難になりつつある

◆行政における取り組み
「物流施策大綱」、「荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の改善に
向けたガイドライン（加工食品、飲料・酒物流編）」

◆フードサプライチェーン・サスティナビリティプロジェクト（FSP）
• 製・配・販の各団体が参画し、2022年4月発足
• 持続可能な加工食品物流構築に向けて課題や実態を情報共有し、

サプライチェーン全体の最適化に向けた取り組みを検討
• 検討課題 ①定番商品における発注時間の見直し

②特売品・新商品におけるリードタイムの確保および計画発注化
③納品期限の緩和（1/2ルール）

日本スーパーマーケット協会の正副会長企業である首都圏4社が協議

◼ 取り組み開始の経緯
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◼ 「4社物流協議会」の発足⇒物流課題解決に向けた取り組み

1.加工食品における定番商品の発注時間の見直し

加工食品における定番商品の店舗発注時間を前倒し

→お取引先様の夜間作業の削減および調整作業時間確保の実現

2.特売品・新商品における発注・納品リードタイムの確保

特売品・新商品の計画発注化を進める

確定した発注データをもとに商品や車両の手配ができる環境を整備

→緊急手配等の作業負担軽減、積載効率および実車率の向上

3.納品期限の緩和（1/2ルールの採用）

180日以上の賞味期間の加工食品における「1/2ルール」採用

→商品管理業務の負担軽減による食品物流効率化への貢献

4.流通BMSによる業務効率化

卸売業と小売業間の受発注方式における標準化された流通BMSの導入

→高速通信による作業時間確保、伝票レス・検品レスによる業務効率化
69

「持続可能な食品物流構築に向けた取り組み宣言」



◆ 「4社物流協議会」開始時点の各社の状況

対 応 項 目 サミット マルエツ ヤオコー ライフ

①
加工食品の定番商品の発注時間の
見直し（前倒し）

〇 〇 〇 〇

② 特売品・新商品のリードタイム確保 × 〇 × ×

③
納品期限の緩和
（1/2ルールの採用） × × 〇 〇

④ 流通BMS導入による業務効率化 〇 〇 〇 〇
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◼ 物流課題解決に向けた取り組み

「特売品・新商品のリードタイム確保」と「納品期限の緩和（1/2ルールの採用）の解
決が必要な状況。他の項目は4社とも対応済。
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◆ 特売品・新商品のリードタイム確保 各社の状況

① マルエツのみ解決済み

② 協議を進める中で、どの段階で発注から納品まで中8日(営業日6
日)必要なのか議論となる

③ 提案側の日本加工食品卸協会・三菱食品・国分と直接対話

⇒「サミット・ライフ・ヤオコーそれぞれ問題が異なる」と説明を受ける

⚫新商品の追加発注について改善が必要と判明⇒サミット、ライフ

⚫発注納品リードタイムの延長が必要と判明⇒ヤオコー、ライフ

卸売業・小売業が個々ではなく数社で直接対話

解決に向け大きな前進

連携

◼ 物流課題解決に向けた取り組み
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◆ 特売品・新商品のリードタイム確保 各社の対応

◼ 物流課題解決に向けた取り組み

課題 社内調整 対応内容

サミット 特売の追加発注の物
量予測が難しい

• 店長、チーフ会議等で重要性
について説明を継続的に実施

• 直近では事前発注:追加発注
＝8：2に改善

約80％の店舗が6営
業日前までに発注
→現在、100％に向け
て対応中

ヤオコー 特売発注の納品リー
ドタイムが6営業日必
要に対し、1日短い

• 商品部、販売部に変更の必要
性を説明し、理解を得る

• システム変更スケジュールを確
認し、変更日を決定

• 取引先説明会を実施し、取引
先の理解を得る

2023年5月より特売
発注の納品リードタイム
を5→7営業日に変更
※2日延長

ライフ ① 特売発注の納品
リードタイムが6営
業日必要に対し、
1日短い

② 定番未導入新商
品の追加発注の
物量予測が難し
い

• 持続可能な加工食品物流実
現のために「絶対にやらなけれ
ばならない」事を商品部と共有

• 商品部+物流部一体となり、
店舗に取り組みの必要性を丁
寧に説明し理解を得る

① 2023年4月より特
売発注の納品リー
ドタイムを5→6営
業日に変更

② 2023年4月より定
番外新商品は確
定数での発注に変
更
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◆ 納品期限の緩和（「1/2ルール」の採用） 各社の状況と対応

① サミット・マルエツの2社が未導入
② ヤオコー・ライフから2社に対し、導入後の状況やマスタの変更方法等

の情報共有を行い、実施に向けてのハードルを下げる

◼ 物流課題解決に向けた取り組み

社内調整 対応内容

サミット • 営業会議の中において、首都圏4社物流
協議会で共通の内容を取り組む事の重要
性を説明し、理解を得る

2023年5月完了済

マルエツ • SDGsフードロスの撲滅の観点から、商品
部、店舗と認識を共有し、4社での取り組
み、影響等からも協力を得る

• 店舗での日付管理運用方法も簡素化し、
作業軽減も図れた

2024年4月より随時変更

4社全てが「4つの取り組み」を実施済、若しくは実施予定とすることがで
きたため、2023年3月16日に「取り組みに関する記者発表」を実施。
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2. 「首都圏SM物流研究会」の概要と活動状況
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◼ 2023年3月16日 4社による記者発表会

① 持続可能な食品物流に向けた取り組みに関する発表
② 「首都圏SM物流研究会」発足の発表
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◆発足の目的

「2024年問題」をはじめとする物流危機を回避し、

地域の生活を支える社会インフラとしての責務を継続して果たすため、

物流分野を各企業間の「競争領域」ではなく「協力領域」と捉えて、

各社の協力による物流効率化策を研究・検討する。

◆参加企業

サミット㈱、㈱マルエツ、㈱ヤオコー、㈱ライフコーポレーション

◆発足日 2023年3月16日

◆取り組み内容

• 各社協力による物流効率化策

• サプライチェーン全体の効率化につながる施策

◼ 「首都圏SM物流研究会」の概要

➢ 一過性の取組みではなく継続して課題解決に共同で取り組む
➢ 火を消してはいけない！



77

◆研究会の内容・決定事項

➢研究会での「研究・検討内容」について

• サプライチェーン上の全体最適が図れる改善をする。

• そのためにメーカー・卸売業とも情報共有を行い、一番の困り事と改善効

果の高い課題を優先的に解決する。

• SM業界のみの部分最適課題も各社間で情報共有を行い解決する。

➢研究会への新規加入条件について

• 「持続可能な食品物流構築に向けた取り組み宣言」4項目と「トップコミットメント」

「バース予約システムの導入」「パレット納品の推奨」の計7つの取り組みを求める。

※「持続可能な食品物流構築に向けた取り組み宣言」4項目は、実施予定が

あることを最低限の条件とするが、「トップコミットメント」は必須。

◼ 「首都圏SM物流研究会」の活動状況

4/12（水）より月1回の頻度で開催。
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◆研究会の内容・決定事項

➢フードサプライチェーン・サスティナビリティプロジェクト（FSP）との
情報交換

• 荷待ち時間削減策

⇒2024年3月末までには荷待ち時間を1時間以内へ（月毎に計測、共有）

• ドライバーの荷役作業と附帯作業の定義

• バース予約システム（N-Torus）導入事例

• パレット納品の拡大

• 検品レスの拡大（事前出荷情報「ASN」の活用）

➢自主行動計画作成に向けて

• FSPとの連携

• 各社の荷待ち・荷役作業時間の実態と対応の共有

• 荷待ち・荷役作業時間2時間以内ルール遵守に向けた取り組み

◼ 「首都圏SM物流研究会」の活動状況
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➢ 約3兆円の売上規模で課題解決に取り組む

➢ 今後もさらに拡大予定→SM物流研究会（全体会）と首都圏SM

物流研究会（エリア部会）の2部制へ

◼ 「SM物流研究会」の活動状況

◆2023年11月末時点のメンバー

2023年5月から㈱西友と㈱カスミがメンバーに加わり、6社に。

2023年10月から㈱いなげや、㈱原信、 ㈱ナルス、㈱東急ストアが
メンバーに加わり、10社に。
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◆ 「持続可能な食品物流構築に向けた取り組み宣言」4項目（2024年1月末時点）

◼ 「SM物流研究会」の活動状況

社名
加工食品の

定番発注時間見直し
特売品・新商品の
リードタイム確保

納品期限の緩和
（1/2ルールの採用）

流通BMSによる業務効率化

サミット ○ ○ ○ ○

マルエツ ○ ○ ○ ○

ヤオコー ○ ○ ○ ○

ライフ ○ ○ ○ ○

西友
○ ○

▲
変更は決定済だが

時期未定

○

カスミ ○ ○ ○ ○

いなげや ▲
2024年7月末までには

変更予定

○
▲

2024年3月末までには
変更予定

○

東急ストア ○ ○ ○ ○

原信ナルス
○ ○ ○ ○
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3. これからの取り組み



① 加工食品における定番商品の発注時間の見直し

② 特売品・新商品における発注・納品リードタイムの確保

③ バース予約受付システムの導入と活用

④ 荷待ち・荷役作業時間「2時間以内」ルールの徹底 最終目標1時間以内

⑤ パレット納品の拡大

⑥ ドライバーの荷役作業の明確化

⑦ 商品マスタの標準化

1. 『縦の取り組み』～製配販の連携

◼ 全体最適で効率の改善を目指す

2. 『横の取り組み』～小売業の連携

◆ 二つの方向性の取り組み

① 物流センターの空き車両の有効活用（各社の物流センターを共有済み）

② 共同配送

③ 搬送機器の研究

82
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2. 横の拡大

◆取り組み拡大の方向性

◼ 全体最適で効率の改善を目指す

① 「首都圏」という枠組みを超えた企業の参加

② 「運べなくなる」「変えなければいけない」という意識の波及効果の役目

① スーパーマーケット業界だけでなく、製配販の取り組みとする

② 生鮮物流の効率化に向けた取り組みも加える

③ 全国各エリアの物流研究会との意見交換

1. 縦の拡大

3. 「ガイドライン」に基づく取り組みの実施

「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関す
るガイドライン」に基づき、製配販連携の自主行動計画の作成と取り組みの実施

⇒SM3団体合同で「食品スーパーマーケット物流の適正化・生産性向上に向け
た自主行動計画」を経済産業省に提出



物流
センター

(卸売・小売)

店舗メーカー お客様

欠品するとお客
様に失礼だから
余計に在庫

持たなきゃ

欠品すると店舗
に怒られるから
余計に在庫

持たなきゃ

欠品すると小売・
卸に怒られるか
ら余計に在庫持
たなきゃ

➢川下からひとつ川上に向かってのプレッシャーの連続が原因

◼ サプライチェーンで非効率な事が起こる要因の具体例
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物流
センター

(卸売・小売)

店舗メーカー お客様

不確定不確定不確定

物流
センター

(卸売・小売)

店舗メーカー お客様

不確定確定確定

改善前 部分最適

改善後 全体最適を目指す

➢ 不確定要素が多く在庫が増加 = SCM上では効率の悪化

➢ 確定で商品を動かすので在庫が減少 = SCM上の効率の改善

◼ サプライチェーンで非効率な事が起こる要因の具体例
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➢ それぞれの階層の部分最適が全体の効率を下げている

➢ そのため全体最適で効率化を図る事が重要

➢ 解決には製配販の連携が必要不可欠

◼ サプライチェーンで非効率な事が起こる要因の具体例

◆まとめ

86



今後の改革の必要性と

取り組みについて

2024年2月15日
㈱ライフコーポレーション
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「2024年問題」は通過点。

「持続可能な物流の構築」を実現

するためには、従来の枠にとらわれない

「中長期的な改革」が必要。
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●製配販三層における現状の課題

①リードタイムが短く、商品・車両の手配が

非効率になっている。

②トラックへの「バラ積み、バラ降ろし」により

ドライバーの荷積み・荷降しが長時間化。

③トラックへの積載率低下により、パレット納品が

進まない。

④入荷物量・SKU数の波動が大きく、多い時は

荷待ち時間が削減できない。
89



●製配販三層で改革すべきポイント

①リードタイムの拡大

②パレット納品の拡大（パレットの標準化）

③商品個包装形状の縮小（標準化）

④入荷物量の平準化

90

社内物流（物流Ｃ～店舗）は自社で改革する。



●改革のイメージ
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入荷物量の平準化パレット納品の拡大

パレットに積み替え
る時間が確保でき
る。

リードタイムの拡大
入荷調整する時間
が確保できる。

商品個包装形状の
縮小（標準化）

積載率の低下を抑制
できる。
※1パレット当りの積
載ケース数が増やせる。

入荷検品パレット数を
削減できる。
※1パレット当りの積
載ケース数が増やせる。

荷待ち、
荷役作業

時間の短縮



＜製（メーカー）＞

「加工食品分野におけるサプライチェーン全体連携」

＜配（卸売業）＞ ＜販（小売業）＞

F-LINEプロジェクト
日本加工食品卸協会

（日食協）
物流問題研究会

日本スーパーマーケット協会
全国スーパーマーケット協会

オール日本スーパーマーケット協会
ＳＢＭ会議

（食品物流未来推進会議）

首都圏ＳＭ物流研究会
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“製配間で物流問題を論議する場”を設置

（テーマごとにワーキンググループ立ち上げ）

第一期 「納品リードタイム延長」
第二期 「長時間待機と附帯作業」

“製配販間で物流問題を論議する場”を設置

ＦＳＰ（ﾌｰﾄﾞｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）

2015年

2016年

2020年

2023年3月
2022年4月

ＳＭ物流研究会

2023年10月

これまでのまとめ１



総合物流施策大綱
（2021年度～2025年度）

経済産業省

強
固
な
連
携

国土交通省農林水産省

フィジカルインターネット実現
アクションプラン（2022～2030年）

製配販連携協議会
４つのＷＧ

商流・物流におけるコード体系標準化
物流資材の標準化および運用検討
取引透明化に向けた商慣習検討
データ共有による物流効率化

国
の
動
向

製
配
販
三
層

加工食品分野における物流改革を進める全体スキーム

業
界
団
体
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持続可能な物流の実現に向けた検討会

公正取引委員会

厚生労働省

ホワイト物流推進運動

「政策パッケージ」と「ガイドライン」2023年6月2日

加工食品分野の物流の適正化・生産性向上に向けた取組の情報連絡会

ＦＳＰ（製配販三層による物流課題解決プロジェクト）

フードサプライチェーンサステナビリティプロジェクト

日本加工食品卸協会
日本スーパーマーケット協会
全国スーパーマーケット協会
オール日本スーパーマーケット協会

ＳＢＭ会議（キッコーマン、キユーピー＋F-LINEプロジェクト６社）

Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト（味の素、カゴメ、日清オイリオ、日清製粉ウェルナ、ハウス、ミツカン）

流通経済研究所
他業種との連携も視野に

これまでのまとめ２



94

ここからは、中長期視点の話

「危機１」＋「危機２」＋「危機３」は、2024年で終わらない！

・人口・生産労働力は、これからも減少し続ける
・トラックドライバーをはじめとする物流従事者の高年齢化はますます進み、さらになり手もいないので、
担い手も減少の一途

・時間外労働上限規制の最終着地点は、９６０時間ではなく７２０時間と想定する必要あり

そして、「環境問題・ＣＯ２削減」、「ＳＤＧＳ」、「激甚災害の増加」、「新しい生活スタイル」などが加わり、

物流環境を取り巻く状況は、今後ますます厳しさを増していく

「２０２４年問題」は２０２４年で“終わり”ではない。
むしろスタートととらえ、
ここからも、従来の枠にとらわれない“さらなる改革”が必須
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改善
改革 革命

ここがポイント！

物流「改善」から物流「改革」へ～究極に効率的な物流を目指して

改善
革命

個別に導入されたシステム
をつなぎ、データが共有で
きる仕組みを創る ※１０

予約受付システムは？
マッチングシステムは？
納品伝票電子化は？

持続可能な加工食品物流構築に向けたステップ



物流データプラットフォームとは

■物流業務のデジタル化と共有プラットフォームの構築
  GS1標準のコードとデータキャリア（バーコード／QR／RFIDなど）とを標準メッセージを利活用して
  物流業務のデジタル化を行い、SCM共有のプラットフォーム(*）を社会インフラの位置付けでの構築

小売業サプライヤ 卸売業メーカー 輸配送業者

(*) プラットフォーム：データファイル交換だけではなくプラットフォーム上のデータベースを更新し、
  何らかの同期方法で該当データに関係のある各社が自社システムを更新する運用方法

GS1標準ｺｰﾄﾞ・標準データキャリア・標準メッセージ

物流データプラットフォーム

※「貯める」だけではなく、「つなげる」ことも含む“ターミナル”のイメージ

ど
の
よ
う
な
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
か
（
し
た
い
か
）

次
頁
へ
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「物流データプラットフォーム構築」で、どんなことができるようになるか（したいか）

・サプライチェーンの可視化
例：流通在庫の見える化 ⇒ ＳＣＭの大変革へ

・次世代ＥＤＩ構築・運用

・物流の共同化/効率化

・物流標準事業所マスタの利活用

・トレーサビリティ

・Ｓｃｏｐｅ３ ＣＯ２可視化

など



これまで、連携して物流改革を進めてきた中で、将来の物流にとって「物流データプラットフォーム構築」
は、必須であるという強い思いが生まれ、その議論を加速するために本協議会の立ち上げに至った

目 的 ： 加工食品サプライチェーンにおけるデータプラットフォーム構築の基本計画を検討・策定する

ポイント ： 他の同様なプラットフォーマーも参画できる枠組み作り

⇒中立性、公正性、透明性
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加工食品サプライチェーンにおける物流データプラットフォーム構築に向けた取り組み

ＤＰＣ協議会の立ち上げ

※１０

２０２３年９月

Ｄ Ｄａｔａ
Ｐ Ｐｌａｔｆｏｒｍ
Ｃ Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ

＜検討メンバー＞
日本加工食品卸協会
ＳＢＭ会議
ファイネット
プラネット
流通経済研究所
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加工食品業界におけるステイクホルダーの代表をメンバーとし、事務局を流研、ファイネットが担当。

流研DPCチームが、各テーマについて検討するチームの議論をとりまとめ、協議会での意思決定を進める。

各検討チームは、他の同様のテーマを検討している検討体との連携、情報共有等を図る

（前出のＦＳＰにおいても逐次情報共有化）

＜DPCプロジェクト 組織体制＞

＜DPC協議会＞
SBM（代表：味の素）
日本加工食品卸協会

ファイネット
流通経済研究所

(オブザーバー：GS1 Japan、プラネット)

経産省、国交省、農水省

事務局

流通経済研究所 DPCチーム

流通経済研究所

ファイネット

連
携

事業所マスタチーム

次世代EDI検討チーム

GS1標準活用＋
Scope3 CO2算定チーム

※製配販連携協議会
商流・物流における
コード体系標準化ＷＧ
と同期化
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＜GS1標準活用＋Scope3

CO2算定チーム＞

CO2排出量提供サービス

＜次世代EDI検討チーム＞

ASNデータによる効率化

＜事業所マスタチーム＞

場所を識別する情報DB構築

S
IP

基
盤

一意に場所を

識別する

納品データ電子化による

効率化とデータ化

CO2の

見える化

★以下を行うことで、次世代EDI構築、およびデータプラットフォーム構築の足掛かりにする

1. 統一取引先コードと標準事業所コードとの連携による標準事業所マスタ構築

2. メーカー・卸間のEDIの刷新と納品情報のデジタル化

3. 上記１，２を活用したCO2排出量算出サービス等の新機能検討

統合データプラットフォームへ
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物流標準事業所マスタ

流通経済研究所

ＳＩＰ基盤

名寄せして業界取引先マスタとの整合性確認

●●業界
取引先コード

■■業界
取引先コード

ＧＬＮ

・
・
・

荷主

物流
事業者

サービス
ベンダー

データ連携

データ連携

データ連携

標準コード
付与

標準コード
付与

標準コード
付与

標準コード
付与

標準コード
付与

標準コード
付与

登録

登録

登録

￥

￥

￥

具体例）物流標準事業所マスタの考え方、運用（案）

① ②

①正確性、網羅度ともに業界標準となっている業界取引先マスタや、他業界における拠点データを
ベースとして、ＳＩＰ基盤を活用し名寄せ。標準事業所マスタのベースを構築

②利用者の自社拠点データをＳＩＰ基盤に登録することで、該当する標準コードを付与することを想定

メンテナンス業務集約
（アウトソース）







報道発表資料：「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律案」を閣議決定 - 国土交通省 (mlit.go.jp)
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